
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 北海道北海道北海道北海道

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

5,520,894
83,456.75

1,392,691,394
2,729,635,345
2,722,784,663

1,649,642

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

グループ
(年度毎)

H17  Ⅲ  H18  Ⅲ  H19  Ⅲ
H20  Ⅱ  H21  Ⅲ

当　該　団　体　値

グループ内平均値

グループ内の
 最大値及び最小値

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

7/117/117/117/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

95.995.995.995.9

(%)

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

98.198.198.198.1

89.989.989.989.9

95.595.595.595.5
95.395.395.395.3

97.097.097.097.0

93.093.093.093.0
93.993.993.993.9

H21H20H19H18H17

96.396.396.396.3
96.196.196.196.1

96.396.396.396.393.893.893.893.8

99.999.999.999.9

人件費人件費人件費人件費

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

4/114/114/114/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

43.143.143.143.1

(%)

46.0

44.0

42.0

40.0

38.0

36.0

34.0

44.644.644.644.6

36.936.936.936.9

40.240.240.240.2

42.142.142.142.1
42.642.642.642.642.742.742.742.7

43.243.243.243.2

H21H20H19H18H17

38.938.938.938.9

40.440.440.440.440.140.140.140.1
40.940.940.940.9

45.045.045.045.0

物件費物件費物件費物件費

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

7/117/117/117/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

3.63.63.63.6

(%)

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

4.24.24.24.2

2.32.32.32.3

3.43.43.43.4

3.63.63.63.6

3.63.63.63.63.63.63.63.6

4.14.14.14.1

H21H20H19H18H17

3.53.53.53.5

3.53.53.53.5

3.63.63.63.6
3.83.83.83.8

4.44.44.44.4

扶助費扶助費扶助費扶助費

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

7/117/117/117/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

1.61.61.61.6

(%)

3.0

2.0

1.0

0.0

2.32.32.32.3

0.90.90.90.9

1.81.81.81.8

1.51.51.51.5
1.71.71.71.7

1.61.61.61.6
1.51.51.51.5

H21H20H19H18H17

1.91.91.91.9

2.02.02.02.0
1.91.91.91.91.91.91.91.91.91.91.91.9

そのそのそのその他他他他

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

7/117/117/117/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

1.41.41.41.4

(%)

3.0

2.0

1.0

0.0

2.32.32.32.3

0.50.50.50.5

1.11.11.11.1

1.41.41.41.4
1.21.21.21.2

1.01.01.01.0

1.61.61.61.6

H21H20H19H18H17

1.21.21.21.2

1.01.01.01.0
1.11.11.11.1

0.80.80.80.8

1.21.21.21.2

補助費等補助費等補助費等補助費等

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

7/117/117/117/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

23.023.023.023.0

(%)

24.0

22.0

20.0

18.0

16.0

14.0

22.022.022.022.0

16.416.416.416.4

20.020.020.020.0

18.518.518.518.5
19.219.219.219.2

16.816.816.816.8

15.115.115.115.1

H21H20H19H18H17

20.220.220.220.219.819.819.819.819.719.719.719.7

17.217.217.217.2

16.416.416.416.4

公債費公債費公債費公債費

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

10/1110/1110/1110/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

23.223.223.223.2

(%)

39.0

36.0

33.0

30.0

27.0

24.0

21.0

34.934.934.934.9

24.124.124.124.1

29.029.029.029.0
28.228.228.228.228.728.728.728.7

27.327.327.327.3
28.428.428.428.4

H21H20H19H18H17

30.630.630.630.629.429.429.429.429.929.929.929.9
29.229.229.229.2

31.031.031.031.0

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外

H21H21H21H21 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位

4/114/114/114/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均

72.772.772.772.7

(%)

72.0

69.0

66.0

63.0

60.0

57.0

70.270.270.270.2

60.060.060.060.0

66.566.566.566.5

67.167.167.167.1

68.368.368.368.3

65.765.765.765.7

65.565.565.565.5

H21H20H19H18H17

65.765.765.765.7
66.766.766.766.766.466.466.466.4

64.664.664.664.6

68.968.968.968.9

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））

人件費人件費人件費人件費

物件費物件費物件費物件費

扶助費扶助費扶助費扶助費

そのそのそのその他他他他

補助費等補助費等補助費等補助費等

公債費公債費公債費公債費

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外

グループグループグループグループ内平均値内平均値内平均値内平均値

北海道北海道北海道北海道

※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　0.500以上1.000未満、Ⅱグループ　0.400以上0.500未満、Ⅲグループ　0.300以上0.400未満、Ⅳグループ　0.300未満
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[経常収支比率]
　全国平均をやや上回っている。これは、公債費の比率が非常に高い一方で、「新たな行財政改革の取組み」に沿って、給
　与の独自縮減措置など歳出削減に取り組んでいることにより、比率は全国平均並みとなっている。なお、類似団体及び都
　道府県平均と比べ、数値の乖離が大きい項目の分析は以下のとおりです。

　＜個別要件＞
　　◇人件費 ～ 給与の独自縮減措置を講じたことにより、比率が類似団体平均を下回っている。
　　◇公債費 ～ 実質公債費比率と同様、これまで国の施策に呼応して、地方債を財源として公共投資を実施してきたこと
　　　　　　　　や、収支不足を補てんするために行政改革推進債を発行してきたことなどにより、比率が類似団体を上回
　　　　　　　　っている。

　＜今後の対応＞
　　「新たな行財政改革の取組み」に沿って、歳入・歳出両面にわたる徹底した見直しを進め、歳出削減等に取り組んでい
　　く。また、投資的経費や行政改革推進債などの新規道債発行の抑制を図るなど、中長期的な公債費負担の適正化に取り
　　組む。

[普通建設事業費]
　人口１人当たり決算額は、概ね類似団体並みの金額であるが、平成21年度は、国の「経済危機対策」に呼応した一連の経
　済・雇用対策などを積極的に実施した結果、前年度に比べ増加した。

分析欄分析欄分析欄分析欄


